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　本データブックは、九電グループのESG取り組みに対するご理解を深めていただくため、GRI等の国際ガイドラインを参照
のうえ、ESGに関連する「非財務情報」を環境（Environment）、社会（Social）、ガバナンス（Governance）の各項目ごとに整理
し、定量・定性の両面から網羅的かつ詳細に報告するものです。
　九電グループの成長戦略の観点から特に重要な取り組み等については、財務情報とも関連付けたうえで、九電グループ統
合報告書において報告いたしますので、併せてご確認ください。
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経営理念とサステナビリティ推進に係る方針・推進体制

●九電グループ企業行動規範

　九電グループは、「ずっと先まで、明るくしたい。」をブランド・メッセージとする「九電グループの思い」のもと、低廉で良
質なエネルギーをお客さまにお届けすることを使命に事業活動をおこなっています。
　その事業活動の基盤として、社会に与える影響に配慮することはもとより、地域・社会の課題解決に貢献するサステナビリティ
の取組みを推進して、九電グループの思い「ずっと先まで、明るくしたい。」を実現し、ともに発展することを目指しています。

　九州から未来を創る企業グループとして、事業を通じて「社会価値」と「経済価値」の双方を創出し、サステナブルな社会
への貢献と九電グループの企業価値の向上を実現していきます。
　・�エネルギーを通じて人々の暮らし・経済を支えるという不変の使命のもと、事業を通じて地域とともに社会の課題解決に取り組みます。
　・ステークホルダーとの責任ある対話を通じ、強固な信頼関係を築きます。
　・グローバルな社会的課題の解決に挑戦し、SDGsの達成に貢献します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　 制定　2021年12月1日

　九電グループは、お客さまや地域の皆さま、株主・投資家の皆さま、サプライチェーンの皆さま、従業員からの信頼を事業の
基盤、成長の源泉として、地域・社会とともに持続的に発展することを目指します。
　皆さまからの信頼を強固なものにしていくため、社会の情勢変化に対する高い感度をもち、国の内外において以下の原則に
基づき行動し、事業を通じて「社会価値」と「経済価値」の双方を創出するサステナビリティ経営を徹底します。

1　  お客さま満足の創造
　企業活動の変革を図りながら、お客さまのニーズや課
題にお応えする価値ある商品・サービスを、安全かつ確
実に提供し、お客さまの満足を創造します。

2　  安全・安心の追求
　設備の安全対策を徹底し、地域の皆さまへ丁寧な説
明を行うとともに、作業従事者の労働安全衛生を確保
し、安全・安心を最優先した事業活動を行います。

3　  環境にやさしい企業活動
　地球環境の保全や地域環境との共生に向けた取組み
を展開し、持続可能な社会の実現に貢献します。

4　  誠実で公正な事業運営
　全ての事業活動において透明性を確保し、公正かつ自
由な競争、適正な取引や責任ある調達を行うとともに、
政治、行政との健全で正常な関係を保ち、誠実で公正な
事業運営を行います。

5　  ステークホルダーとの真摯なコミュニケーション
　情報を迅速に公開するとともに、お客さまや地域の皆
さまをはじめとする幅広いステークホルダーの皆さまと
の建設的な対話を行い、この声を真摯に受け止め、事業
運営に活かします。

6　  地域・社会との共生
　事業活動や社会貢献活動を通して、地域・社会の課題
解決に貢献し、ともに発展します。

7　  人権尊重
　人が生まれながらにして持つ「人権」を国際社会共通の
普遍的な価値ととらえ、あらゆる事業活動において尊重し
ます。サプライチェーンの皆さまとともに、事業活動を通じ
て起こりうる人権への負の影響を防止・軽減します。

8　  働きがいのある職場づくり
　従業員に対して、公正な評価のもと人財育成・活用を
積極的に行うとともに、多様性を尊重した働き方を実現
し、各人が健康で最大限の能力を発揮できる職場環境を
整備します。

9　  危機管理の徹底
　市民生活や企業活動の脅威となる自然災害やテロ、サ
イバー攻撃など様々な危機に備え、組織的な危機管理を
徹底します。また、反社会的な勢力とは断固として対決し
ます。

10　 法令遵守
　法令やルールを遵守するとともに、社会に損失を与え
る行為や迷惑を掛ける行為は行いません。

11　本規範の精神の実現と経営トップの責務
　経営トップは、本規範の精神の実現を自らの役割とし
て認識して経営にあたり、率先垂範のうえ、社内に徹底を
図り、実効ある体制を整備します。また、サプライチェー
ンの皆さまにも、本規範の精神の実現を促します。
　本規範に反するような事態が発生した場合は、全部署
が一致協力して問題解決にあたり、原因究明のうえ、早
急な是正措置を講じ、再発防止を図るとともに、経営トッ
プを含めて厳正な処分を行います。

制定　　　2006年7月　1日
最終改定　2022年4月28日

●経営理念（九電グループの想い） ●サステナビリティ経営の推進体制

●九電グループサステナビリティ基本方針

ずっと先まで、明るくしたい。
「快適で、そして環境に優しい」

そんな毎日を子どもたちの未来につなげていきたい。

　九電グループは、カーボンニュートラルをはじめとするESG（環境・社会・ガバナンス）課題全般への取組みを強化するた
め、2021年7月に「サステナビリティ推進委員会」を設置し、「ESG担当役員」を選任するとともに、コーポレート戦略部門内
にESG推進専任部署を設置するなど、サステナビリティ経営に係るマネジメント体制を強化しました。本体制のもと、事業
活動を通じた「社会価値」と「経済価値」の同時創出に向けた取組みを推進しています。

■体制図・マネジメントシステム

取締役会

各本部、グループ会社

付議・報告監督 付議・報告

部門計画策定、
実施状況報告等

方針・計画等の提示、
モニタリング等

サステナビリティ推進委員会
委 員 長
委 員

： 社長
： ESG担当役員、社外取締役　他

・地球環境、社会、ガバナンスに係る戦略・
基本方針の策定
・実施状況のモニタリング　等

連携

情報開示

声の反映

ステーク
ホルダー

経営会議
〔経営計画等〕

［サステナビリティ推進委員会の概要］
サステナビリティ推進委員会

目　的

位置づけ

構　成

開　催

開催実績と課題

小委員会分科会等

持続可能な社会の実現に向けた、九電グループのESG戦略・方針等の審議・調整、実行管理統括・推進

【2022年4月】
・サステナビリティに係る基本方針について
　ー マテリアリティの特定
　ー 「九電グループCSR憲章」の改定
・2022年度中期ESG推進計画について
・2022年度統合報告書の発行方針について
【2022年10月】
・2022年度中期ESG推進計画の取組み状況について
・SBT認定取得に向けた対応について
・人権尊重へのコミットメントと取組み強化について

委員会のもとに、ESG戦略の実効性向上に向けた各種審議・調整を実施する分科会を設置

年2回（4月、11月）定例開催、必要に応じ臨時開催

委 員 長
副委員長
委 員
幹 事

社　長
ESG担当役員
社外取締役、関係統括本部長等
コーポレート戦略部門 部長

取締役会に紐づく（取締役会への報告・監督を受ける）会議体
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マテリアリティ

　九電グループは、事業を通じて「社会価値」と「経済価値」を同時に創出するサステナビリティ経営を推進しており、2022年4月、その実現に向けた経営上の重要課題をマテリアリティとして特定しました。
　マテリアリティ解決に向けた取組みを通じて、持続可能な社会への貢献と当社グループの中長期的な成長を実現してまいります。また、マテリアリティについては、社会情勢や経営環境の変化を踏まえ、継続的に見直しを図っていきます。

●基本的な考え方

●マテリアリティと主要課題

目指す姿マテリアリティ 主要課題

脱炭素社会の牽引

エネルギーサービスの
高度化

スマートで活力ある
社会の共創

2050年カーボンマイナスの実現

・電源の低・脱炭素化
 (再エネ主力電源化、原子力安全・安定運転、海外事業)
・電化の推進
・省エネの推進
・環境負荷の低減
・エネルギー政策への提言・関与

・エネルギーの安定供給
・低廉なエネルギー
・エネルギーサービスを核としたソリューションの提供

・スマート社会の実現
・地域の活性化（地方創生等）
・安心・安全で快適なまちづくり

お客さまの豊かでサステナブルな未来に貢献

社会・産業の変革を促進し、九州とともに発展

目指す姿マテリアリティ 主要課題

ガバナンスの強化

多様な人財の育成と
活躍推進

・人権の尊重
・価値共創・イノベーションの推進
・ダイバーシティ＆インクルージョンの推進
・安全と健康の最優先
・戦略人財の確保・育成
・DXの推進（事業構造・プロセスの変革等）

・コーポレート・ガバナンス実効性向上
・リスクマネジメントシステムの強化　
・コンプライアンスの徹底
・サプライチェーンマネジメントの強化　
・情報セキュリティの確保　
・ステークホルダーエンゲージメントの充実
 (ステークホルダーとの信頼構築)
・財務体質の改善･強化

人と組織が成長し続ける組織文化の
醸成により未来の価値を創出

成長を支えるガバナンスの確立
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　社会と企業双方のサステナビリティ実現につなげる課題を特定するため、SDGsや政府・九州の成長戦略等の「社会的課題」
と九電グループのビジョン実現に向けた「九電グループ特有の課題」の両面から課題を抽出しました。

STEP1 課題の抽出

　STEP2で重要度が高いと評価した課題を主要課題として抽出し、以下のとおりカテゴライズの上、サステナビリティ推進委
員会で審議し、マテリアリティ案として整理しました。

STEP3 マテリアリティ案の策定

　STEP1で抽出した課題について、ダブルマテリアリティの観点から経済価値（九電グループにとっての重要度）と社会価
値（社会にとっての重要度）の２軸で評価を行いました。

STEP2 課題の評価

　STEP3のマテリアリティ案、特定プロセス、課題の評価手法について、グループ会社及び各ステークホルダーの視点に精通
する社外有識者との意見交換等を実施しました。更に、そこでいただいたご意見をもとに、課題の評価手法を改善するととも
に、改めて全取締役で議論を行い、上記マテリアリティ案のうち「ダイバーシティ＆インクルージョンの推進」を「多様な人財の育
成と活躍推進」に見直しました。

STEP4 妥当性の検証

　STEP4の結果を踏まえ、サステナビリティ推進委員会において、マテリアリティ最終案について審議した後、取締役会で決議
しました。なお、マテリアリティは社会情勢や当社グループの経営状況の変化等を考慮し、毎年見直しの必要性を取締役会で
審議しています。

STEP5 マテリアリティの特定

ご氏名所属・お役職

岡野 秀之 氏
竹ケ原 啓介 氏

九州経済調査協会　事業開発部長 日本政策投資銀行　設備投資研究所
エグゼクティブフェロー 兼 副所長

ご氏名所属・お役職

東京理科大学大学院　経営学研究科教授 宮永 雅好 氏

久留 百合子 氏ビスネット　代表取締役

高見 真智子 氏サイズラーニング　代表取締役

□ SDGs
□ グローバル基準(GRI、SASB、ISO26000)
□ 政府・九州の成長戦略　　　　　　    等

•脱炭素社会の牽引
•エネルギーサービスの高度化

•スマートで活力ある社会の共創
•ダイバーシティ&インクルージョンの推進

•ガバナンスの強化

•脱炭素社会の牽引
•エネルギーサービスの高度化

•スマートで活力ある社会の共創
•多様な人財の育成と活躍推進

•ガバナンスの強化

■意見交換を実施した社外有識者 ※所属・お役職は当時のもの

社会的
課題

□ 九電グループ経営ビジョン2030
□ 九電グループカーボンニュートラルビジョン2050
□ 財務目標（2025年度） 　　　　　　　　　　   等

九電
グループ
特有の課題

経
済
価
値
評
価

社
会
価
値
評
価

　これを踏まえ、「短・中長期」の視点からリスク及
び機会を捉え、財務インパクトを定量的に算出し、
最終的に大中小の３段階で判定しました。
 また、同様に３段階で判定した確率も加味し、重要
度を評価しました。

総合評価　経済価値、社会価値のより大きなものを重要度が高い課題と評価

①短期の機会最大化　②中長期の機会拡大　
③リスクの低減

※当初はⅠのみで評価していましたが、STEP4のプロセスを経
た後、Ⅱを新たな評価軸に追加して再評価しています

　「グローバル視点での期待・・・Ⅰ」のみならず、マー
ケットインそして地域に根付く企業として求められ
る視点も加味するため、事業活動を通じてお客さま
や地域、投資家の皆さま等から収集した「ステーク
ホルダーからの期待・・・Ⅱ」も加えた２軸から評価を
行いました。
　それぞれを定量化（点数化）したのち、最終的に
大中小の３段階で判定し、重要度を評価しました。

　経済価値の向上につながるドライバーを以下の
３つに分解しました。

機会

リスク

⑳㉒㉓

⑤⑨㉕

③⑧⑩⑪

④⑫

⑲㉑

①②

⑬⑭⑰⑱

⑯

⑥⑦㉔

確
率大

大

大

中

中

中

小
小

小

経済価値の評価

グ
ロ
ー
バ
ル
視
点
で
の
期
待

ステークホルダーからの期待
大

大
⑫ ③⑩⑪ ①②④

⑥⑦⑰

⑨⑬⑭
⑯⑱⑳
㉑㉒㉓

⑧㉔

⑲ ⑤㉕

中

中

小

小

社会価値の評価

社
会
価
値

（
社
会
に
と
っ
て
の
重
要
度
）

﹇
よ
り
大
き
い
﹈

﹇
大
き
い
﹈ ［より大きい］［大きい］

経済価値
（九電グループにとっての重要度）

③④⑧
⑩⑪

①②⑥
⑦⑰㉔

⑫⑳㉒
㉓

⑤⑨⑬
⑭⑯⑱
㉑㉕
⑲

総合評価

経済価値・社会価値［より大きい］ 経済価値・社会価値［大きい］

①電源の低・脱炭素化（再エネ主力電源化、原子力安全安定運転、海外事業等）　②電化の推進　③省エネの推進　④環境負荷の低減　⑤エネルギー政策への関与・提言
⑥エネルギーの安定供給　⑦低廉なエネルギー　⑧エネルギーサービスを核としたソリューション提供　⑨スマート社会の実現　⑩地域の活性化（地方創生等）　⑪安心・
安全で快適なまちづくり　⑫人権の尊重　⑬価値共創・イノベーションの推進　⑭ダイバーシティ＆インクルージョンの推進　⑮人財の確保・育成　⑯安全と健康の最優先
⑰戦略人財の確保・育成　⑱DXの推進（事業構造・プロセスの変革等）　⑲コーポレート・ガバナンスの実効性向上　⑳リスクマネジメントシステムの強化　㉑コンプライ
アンスの徹底　㉒サプライチェーンマネジメントの強化　㉓情報セキュリティの確保　㉔ステークホルダーエンゲージメントの充実（ステークホルダーとの信頼構築等）
㉕財務体質の改善･強化　

抽
出
し
た
課
題

●マテリアリティの特定
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マテリア
リティ

主要
課題 課題 中期目標

（年度の記載がないものは2030年度目標） 2023年度目標 主な行動計画
効果

2022年度実績 実績集計
範囲① ② ③

引
牽
の
会
社
素
炭
脱

化
素
炭
脱
・
低
の
源
電

再生可能エネルギーの主力電源化 ・新規開発量：13.6万kW
・既決定案件：316万kW

【国内】
・着工中案件の確実な運転開始
・発電所跡地等での太陽光発電の開発検討
【海外】
・開発プラットフォームとしての再生可能エネルギー開
　発会社自体への出資検討
・グループ会社と連携した開発

〇
〇

〇

〇

・新規開発量：5.8万kW
・既決定案件：302万kW

ー

ー原子力発電の最大限の活用 原子力の安全・安定運転の継続
ー 計画外停止：ゼロ

・計画外停止：ゼロ
・設備利用率の向上
　ー 定期検査期間の短縮等

 
・日常点検や定期事業者検査等の着実な実施
・原子力事業に関わる「丁寧な対話」、「積極的な情報発
信」の継続

〇
〇 計画外停止ゼロ

火力発電の低炭素化

・エネルギーの使用の合理化等に関する法律（省エネ法）
　ベンチマーク指標の達成
　ー A指標：1.0以上
　ー B指標：44.3％以上
　ー 石炭単独指標：43.0％以上
・水素1％、アンモニア20％混焼技術の確立

〇 〇

〇

・A指標：0.98
・B指標：42.83％
・石炭単独指標：41.56％

経済的出力制御システムの運転開始送配電ネットワークの高度化

〇

〇

進
推
の
化
電

家庭・業務

〇
〇

〇

〇

増分電力量
ー 家庭部門：1.2億kWh
ー 業務部門：1.0億kWh

運輸 計画に基づく着実なEV車両置換え 〇

〇

〇

〇

〇

〇

EV導入台数：95台

実証候補地点における検討・提案

省エネ提案件数：109件

・国への訴求を着実に実施
・2030年需給バランスの算定・評価

地域エネルギー ・システム導入後の実証評価準備
・実証候補地点に関わる検討

〇
〇

 
〇
〇エネルギー政策への関与・提言

その他

 

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

※１

※１

※１

※2

省エネの推進

 〇

〇

〇
〇

〇
〇

〇

〇

減
低
の
荷
負
境
環

循環型社会形成
 

従業員一人当たり上水使用量：
27m₃/人

社会との協調（生物多様性の保全）

・開発実施（工事、供用）段階での保全措置の確実な実施
・国が認定する生物多様性保全に貢献する場所への社有
林の認定取得
・TNFDフレームワークに沿った情報開示の検討

・グループ会社の森林Ｊクレジット事業の自立化・拡大支援
・森林関連サービスの効率的・効果的な開発・提案に向
けた継続的なコーディネート
・海外森林投資案件に関する幅広い情報収集、部門横断
での検討

環境管理の推進 環境関連法改正情報の適宜的確な周知・共有 法令違反件数：ゼロ

久山町、玖珠町、熊本県（６者）の
Ｊクレジット創出支援を実施

再生可能エネルギーの着実な開発
ー 再生可能エネルギー開発量：500万kW（国内外）

エネルギーを最適に管理・制御する地域エネルギーシス
テムの事業モデル早期構築

・必要な供給力に対する具体策の導入に関する検討
・2050年における電源ポートフォリオの方向性検討

・電力取引市場等の制度設計に関し、継続して国へ訴求
・2050年の電源の脱炭素化に向けた電源ポートフォリ
オの方向性検討

・エネルギー使用量の計測や設備の稼働状況調査による、
詳細な省エネ提案を実施
・ホームページや省エネ勉強会等による節電・省エネ手法の紹介

・共同回収や電子マニフェスト活用による業務効率化・
適正管理の推進
・廃プラスチックリサイクル高度化に向けたモデル事
業所での実証試験の実施
・グリーン調達推進に関する啓蒙活動の実施

・石炭灰以外：達成見込み
・廃プラスチック：達成見込み
・グリーン調達率：95％程度

電源既開発地点の環境調査を
適切に実施

再生可能エネルギー導入拡大に向けたネットワーク設
備の運用高度化に資する技術・研究開発

九州の電化率向上に貢献
ー 家庭部門：70％（増分電力量15億kWh）
ー 業務部門：60％（増分電力量16億kWh）

社有車のEV化
ー EV化率：100％（EV化に適さない車両を除く）

電源の脱炭素化と電力安定供給両立に資する制度の構築

カーボンニュートラルの実現に向けた省エネの推進

・石炭灰以外リサイクル率：98％以上（廃プラスチック
100％）
・グリーン調達率：99％以上（事務用品類）

従業員一人当たり上水使用量：毎年度前年以下

環境関連ビジネスの推進

事業活動に伴う生態系への影響の最小化

法令違反件数：ゼロ

・A指標：0.95以上
・B指標：41.44％以上
・石炭単独指標：41.15％以上
・水素・アンモニア混焼技術の調査・検討

適正電圧維持困難化への対応及び設備容量の最大限活
用に向けたシステム開発への対応

実証候補地点における着実な検討

EV導入台数：200台
社有車のEV割合：25％（EV544台/対象台数2,185台）

お客さまニーズに応じた、CO2削減や省コストに繋がる
省エネ診断の推進

従業員一人当たり上水使用量：前年以下（2022年度 
27m₃/人）

・石炭灰以外リサイクル率：98％以上（廃プラスチック
90％）
・グリーン調達率：97％以上（事務用品類）

森林Ｊクレジット事業のビジネスモデルの構築

生物多様性保全に貢献する場所として社有林の認定取得

法令違反件数：ゼロ

・各発電所ユニットの性能管理、計画的な修繕・改良工
事の実施
・発電所やメーカーと体制を構築、課題の洗い出し、実
現可能性の調査・検討を実施

・同一配電線路内における複数台の電圧調整器を最適制御
する手法を検証
・再生可能エネルギーの早期連系、送電容量の最大限活用
に向けた系統混雑管理システム等の開発（基本設計）

・TVCMやWeb広告を活用したマスPRの拡大
・顧客接点拡大に向けた、リアル接点（イベント開催等）
およびデジタル接点（Web強化）施策の拡大・充実
・医療・福祉、学校給食センターなどへの個別提案によ
る電化の訴求
・不動産開発案件への積極的なオール電化導入

2030年電化率向上の実現に向けた電化営業活動の
着実な実施

地域環境の保全 節水を意識した行動の徹底

マテリアリティ解決に向けた取り組み（中期ESG推進計画）
　マテリアリティ解決に向け、中期・年度目標、行動計画を策定し、その実施状況はサステナビリティ推進委員会及び取締役会でモニタリングしています。これらの取組みを通じて、持続可能な社会への貢献と当社グループの中長期的な成長を実現してまいります。
脱炭素社会の牽引：2050年カーボンマイナスの実現　＜2050年目標＞サプライチェーンＧＨＧ排出量「実質ゼロ」　社会のGHG排出削減への貢献 - 九州の家庭・業務部門の電化率100%の実現に貢献

効果：① 短期の機会最大化〔利益の向上〕、 ② 中長期の機会拡大〔成長率（将来の成長期待）の向上〕、 ③ リスクの低減〔資本コストの低下〕　　実績集計範囲：※１ 九州電力及び九州電力送配電　※２ 九州電力単体
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マテリア
リティ 課題 中期目標

（年度の記載がないものは2030年度目標） 2023年度目標 主な行動計画
効果 実績集計

範囲① ② ③

エ
ネ
ル
ギ
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の
高
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化
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で
活
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多
様
な
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財
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育
成
と
活
躍
推
進

エネルギーの安定供給
・停電量：25.4MWh以下（過去5か年平均値）
・公衆感電事故発生件数：ゼロ
・海外持分出力：288万kW

・停電量の抑制に向けた効率的な巡視・点検と効果的な
設備対策・伐採等による保全
・重大災害の撲滅に向けた取引先と一体となった一人ひ
とりの安全意識の醸成及び安全行動の徹底
・早期に利益貢献の見込める案件を重点的に開発

〇

〇

〇

・公衆感電事故発生件数：ゼロ
・海外持分出力：284万kW ー

ー

ー

低廉なエネルギーの供給 業界トップレベルの価格競争力 発電原価の低減  
・保全効率化
・低品位炭調達・調達ソース拡大及びブレンディング事
業の拡大

〇
〇 発電原価の低減

エネルギーサービスを核とした
ソリューションの提供 総販売電力量：1200億kWh 〇

〇
〇
〇

総販売電力量：960億kWh
(国内電気事業)

スマート社会の実現 

〇

〇

〇

〇

〇

〇

地域の活性化（地方創生等） 
〇
〇

・九経連との共同実施体制確立、
事業領域の設定
・｢地域との共創による事業｣の規
模・領域拡大

安心・安全で快適なまちづくり 
交流人口拡大、地域の賑わい、雇用創出、地域の安心・
安全等に寄与する案件開発（オフィス・住宅、まちづく
り、空港運営等）

〇 〇

〇

〇
〇

〇
〇

九州エリアでの都市開発案件参画：
1件

・「重要な人権リスク」特定
・サプライヤー行動規範制定

・女性管理職の新規登用数：
2.72倍［16名（累計49名）］
組織の長ポストへの登用数：4
倍[6名（累計28名）]
・男性育休取得率：80.6％
・えるぼし認定

・KYUDEN i-PROJECTへの参画
者数：169名
・事業化・サービス化最終提案に
至る個別案件数：2件

人権の尊重 

〇

〇

 
〇
〇
〇

価値共創・イノベーションの推進 

ー

ー

ー

ー

ー

ーー

※１

※１

※１

〇
〇

〇

〇

〇

〇

・DX専門教育受講者：36名
・DXリテラシー研修受講者：
   約9,000名

・各主管部門のDX計画について進捗を確認し、実行に
向け、適切な助言およびサポートを実施
・業務部門ニーズを踏まえたデータ利活用の更なる推進
支援

・事業戦略の実現に向け、高度専門人財・DX人財をは
じめとする多様な知・経験を有する人材の確保・育成
・従業員の自律性を刺激し活かす仕組みづくり
・知・経験の多様性を活かし共創する組織風土づくり

・安定供給の維持
　ー 一軒あたりの平均停電時間：世界トップレベルの
　　 維持
　ー 公衆感電事故発生件数：ゼロ
・海外展開の拡大
　ー 海外持分出力：500万kW

サプライチェーン全体を含めた重大な人権侵害リスク
の低減

・KYUDEN i-PROJECTへの参画者数：100名/年
・事業化・サービス化最終提案に至る個別案件数：３件
以上/年

・ビジネスアイディアの創出及び案件開発機能の強化
・有望案件を育てるアクセラレーション機能の強化
・イノベーションを生み出す基盤・風土づくり

・知･経験の多様性を活かし共創する組織風土づくり
・柔軟な働き方ができる仕組みづくり

・重大災害に的を絞った防止対策の徹底
・「九州電力健康経営方針」に基づく健康経営の推進

・重大災害件数（社員）：0件
・健康経営優良法人継続認定
・ストレスチェックにおける総合
健康リスク：76

・DX個別計画の推進：50件
・セルフBI（Tableau）導入･展
開：30件

ビジネスモデルの変革や事業創出等

地域・社会の持続的発展
ー 産業創出プロジェクトによる新産業･新市場創出

地域・社会の持続的発展
ー 九州内エリアでの都市開発案件
　 参画10件（1件/年）以上〔2030年度までの累計〕

個人のWillを活かし、新たな価値を創出
ー 事業化件数：30件以上（2030年度までの累計）
ー 提案・エントリー件数:10,000件

知・経験の多様性を活かす組織
ー 女性管理職就任率：30％以上（候補層における一般
    的な係長級以上への就任率（役員を除く））
ー マネジメント変革研修：全組織の長受講（2025年度）

・委託・請負先も含めた重大な労働災害：ゼロ
・健康経営優良法人継続認定
・ストレスチェックにおける総合健康リスク：80以下

・DXフォロワー研修：全社員受講（2025年度）
 （DXの基礎知識・スキル習得を目的とした研修）
・DX専門人材研修：240名程度受講（2025年度）

DXによる利益創出効果：400億円程度
（2030年度までの累計）

供給力を最大限活用した販売の促進

・新規事業の創出
　ー 新規事業・新規サービス・他社との協業の検討：10件
　ー 新規事業化・新規サービス化・他社との協業：2件

人権デュー・デリジェンス及び救済措置に係る｢新規･
拡充取組み（12項目）｣ の実施

九州エリアでの都市開発案件参画：１件以上

・女性管理職の新規登用数及び組織の長ポストへの登
用数（2019～23年度)：2009～13年度比３倍以上
・男性育休取得率：100％
・えるぼし認定

・DX専門人材研修:200名（2023年度に集中育成）

・重大災害件数（社員）：ゼロ
・健康経営優良法人継続認定
・ストレスチェックにおける総合健康リスク：80以下

・DX個別計画の推進：50件
・セルフBI（Tableau）導入･展開：50件

・内外無差別な卸売
・供給力の範囲内で利益最大化に向けた販売の実施

ー スタートアップ等異業種企業との共創・協業の推進
（九電オープンイノベーションプログラム「ひらめき
と共創」等）

ー 当社の強みやリソースを活用した新規事業・新規サ
ービスの創出（スマートメーターデータ分析等）

・実施エリア及び協働企業の抽出
・地域との共創による新たな事業・サービスの提供拡
大・創出（グループ全体の利益拡大への貢献）

・人権デュー・デリジェンス及び救済措置に係る取組み
の着実な推進
・関係部署と連携した体系的かつ効果的なインナーブラ
ンディングの実施

・事業モデルの具体化
　ー 予算、エリア、協業者など諸条件の設定
・｢地域との共創による事業｣の規模・領域拡大

戦略人財の確保・育成 

ダイバーシティ&インクルージョンの推進

安全と健康の最優先

DXの推進
（事業構造・プロセスの変革等)

2022年度実績

効果：① 短期の機会最大化〔利益の向上〕、 ② 中長期の機会拡大〔成長率（将来の成長期待）の向上〕、 ③ リスクの低減〔資本コストの低下〕　　実績集計範囲：※１ 九州電力及び九州電力送配電　※２ 九州電力単体

エネルギーサービスの高度化：お客さまの豊かでサステナブルな未来に貢献
スマートで活力ある社会の共創：社会・産業の変革を促進し、九州とともに発展
多様な人財の育成と活躍推進：人と組織が成長し続ける組織文化の醸成により未来の価値を創出
＜2030年目標＞従業員エンゲージメントの向上 ‐ 従業員満足度スコア80％［総合・重点(チャレンジ・やりがい・達成感等)］　一人あたり付加価値の向上 – 2021年度比1.5倍
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マテリア
リティ 課題 2022年度実績中期目標

（年度の記載がないものは2030年度目標） 2023年度目標 主な行動計画
効果 実績集計

範囲① ② ③

ガ
バ
ナ
ン
ス
の
強
化

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
経
営
の
推
進

コーポレート・ガバナンスの実効性向上 ・コーポレート・ガバナンスに係る開示情報の充実
・取締役会の機能向上

・意思決定の迅速化を目的とした業務執行者への更な
る権限委譲
・経営戦略やグループ全体の重要課題等に関する議論
の更なる活性化
・政策保有株式の保有意義検証及び縮減に向けた対応

〇

〇

〇

・コーポレート・ガバナンスに係
る開示情報の充実

・取締役会付議基準の改正

ーリスクマネジメントシステムの強化 リスク管理の精度向上 リスク管理の精度向上  重要リスクの明確化と経営層と執行側での認識共有、中計へのリスク対応策の反映と適正なモニタリング
〇

〇

〇

〇
〇

全社リスク分析を行い経営層との
認識共有、中計へのリスク対応策
の反映

コンプライアンスの徹底 
・重大なコンプライアンス違反件数：ゼロ
・相談しやすい組織風土づくり

・重大なコンプライアンス違反件
数：3件

・内部通報・相談件数：30件
（九州電力（株）及び九州電力送
配電（株）のコンプライアンス
相談窓口、ハラスメント相談窓
口相談件数）

サプライチェーンマネジメントの強化 〇

情報セキュリティの確保 

〇

〇
〇

〇〇

・個人情報漏洩事案：1件
 （個人情報保護委員会による指
導や法令に基づく同委員会への
報告事案）
・サイバー攻撃による重大な情報
セキュリティ事故件数：ゼロ
・多大なお客さま影響を及ぼすシ
ステム障害の発生件数：ゼロ

サプライヤー行動規範制定

ステークホルダーエンゲージメントの充実
（ステークホルダーとの信頼構築） 

・九電グループの信頼向上に向けた広報･広聴活動の展開
　ー 信頼回復に向けたお客さまとの対話活動等の推進
・企業価値向上に向けたステークホルダーに対する情
報発信の強化
・各支店エリアのニーズに沿った地域共生活動の推進
及びリアルとデジタルによる環境教育を通じた次世
代の環境意識啓発

〇

〇

〇

〇

〇

〇

・九電グループへの信頼度･満足度
　ー 信頼度：74.8％
　ー 満足度：63.4％
・アンケートにおける向上割合
　ー 環境保全意識：90.6％以上

・温室効果ガス削減目標が「SBT
イニシアチブ」の認定を取得
（国内エネルギー事業者「初」）
・CDPより最高評価の「サプラ
イヤー・エンゲージメント・
リーダー」に選定（2022年度
国内エネルギー事業者「唯一」）

財務体質の改善・強化 

〇

〇

〇
〇

〇

〇

〇

〇
〇

〇

 
〇

〇

外部評価の向上

※2

※1

※1

※1

ー

ーー

ー

ー

・取締役会の多様性・適正規模の確保(社外取締役比率
等)　

・指名・報酬に関する透明性・客観性確保
・モニタリング体制の充実

・財務目標の達成
　ー 連結経常利益：1,250億円以上（2025年度）
　　 国内電気事業：750億円（2025年度）
 　　成長事業：500億円（2025年度）
　ー 自己資本比率：20％程度（2025年度末）
・連結ROIC：2.5％以上（2025年度）

・ESG格付の向上
・統合報告書の発行

・社会価値・経済価値を同時追求するサステナビリ
ティ経営の強化
　ー ESG取組みによる企業価値（財務）影響度の定量

化、ICPの拡大など、非財務と財務を一体のもの
として経営判断に活かす仕組みの強化

　ー 将来の成長機会拡大に向けた、TNFD・人的資本
等、グローバル基準で重要度が高まるテーマへ
の先取りした対応

・各所での取組み実践に向けた社員主導型プロジェク
トや講演会の実施など、サステナビリティ経営の実
践に向けた意識・機運の醸成

サプライチェーンにおけるESGに対する意識向上

・個人情報漏洩事案：ゼロ
・サイバー攻撃による重大な情報セキュリティ事故件
数：ゼロ
・多大なお客さま影響を及ぼすシステム障害の発生件
数：ゼロ

ステークホルダーからの満足度向上
ー 当社グループへの信頼度向上
ー お客さま満足度の向上

・エネルギーセクタートップレベルのESG格付

・サステナビリティ経営・ESG等に関する社内認知度
の向上

・社員の誇り・働きがい向上

・重大なコンプライアンス違反件数：ゼロ
・内部通報・相談件数のモニタリング

主要取引先に対するサステナビリティ向上の取組みに
関するアンケートの回答率：90％以上

・財務目標の達成
ー 連結経常利益：1,250億円以上（2025年度）
　 国内電気事業：750億円（2025年度）
 　成長事業：500億円（2025年度）
ー 自己資本比率：20％程度（2025年度末）

・連結ROIC：2.5％以上（2025年度）

・九電グループへの信頼度･満足度
　ー 信頼度：59.1％以上（2021年度実績以上）
　ー 満足度：63.4％以上（2022年度実績以上）
・アンケートにおける向上割合
　ー 九電グループのイメージ：90%以上
　ー 環境保全意識：90％以上

・マテリアリティの浸透度：80%以上（2024年度）

・公正取引委員会調査結果及び新電力顧客情報等の不
適切な取扱いへの適切な対応及び再発防止策徹底
・経営に重大な影響を及ぼすコンプライアンス違反の
未然防止に向けた取組み
・行為規制相談窓口の設定
・経営層からのメッセージ発信、対話の充実

サステナブル調達ガイドラインに基づく、CNや人権
配慮などサプライチェーン上のサステナビリティ向上
の取組み推進

・情報漏えい事案の発生原因を踏まえた、意識・教
育、システム、および業務運営面における再発防止
策の徹底
・セキュリティインシデント対応のさらなる強化
・グループ外取引先も含めたサプライチェーン全体の
セキュリティ対策強化
・業務主管部門とIT部門の責任・役割分担に応じた着
実なシステム開発・運用の推進

・個人情報漏洩事案：ゼロ
・サイバー攻撃による重大な情報セキュリティ事故件
数：ゼロ

・多大なお客さま影響を及ぼすシステム障害の発生件
数：ゼロ

社内の意識醸成 

・連結経常利益：▲866億円
　(期ずれ影響を除いた場合：▲
256億円程度)

　ー 国内電気事業：▲1,334億円
　ー 成長事業：474億円
　ー （連結消去：▲7億円）
・自己資本比率：12.2％
 （ハイブリッド社債の資本認定
分を含まない場合：10.4％）

・財務目標達成及び毀損した財務基盤の早期回復に向
けて、計画の進捗状況のモニタリング、下振れリスク
の把握及び対応策の検討実施（中計に反映）
・電気事業投資の徹底した効率化の継続及び収益性の高
い案件の発掘を行うことによる成長投資の収益性向上
・ROIC目標の設定・公表
・ROIC目標に基づくPDCA実施（中計や部門概況報告
による管理）
・資本効率性･ROICに関する理解活動

効果：① 短期の機会最大化〔利益の向上〕、 ② 中長期の機会拡大〔成長率（将来の成長期待）の向上〕、 ③ リスクの低減〔資本コストの低下〕　　実績集計範囲：※１ 九州電力及び九州電力送配電　※２ 九州電力単体

ガバナンスの強化：成長を支えるガバナンスの確立
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気候変動
方針・考え方

●カーボンニュートラルビジョン2050　

●2050年のゴール

●2030年の経営目標(環境目標)

◦九電グループは、地球温暖化への対応を企業成長のチャンスと捉え、低・脱炭素のトップランナーとして、九州から日本の脱炭
素をリードする企業グループを目指します。

◦エネルギー需給両面の取組みとして２つの柱を設定し、「電源の低・脱炭素化」と「電化の推進」に挑戦し続けます。

◦事業活動を通じて排出されるサプライチェーン全体の温室効果ガス（ＧＨＧ）を「実質ゼロ」にします
◦電化を最大限推進し、環境にやさしいエネルギーを安定的にお届けするなど、社会のＧＨＧ排出削減に貢献します
◦これらの取組みを通じて、九電グループは「カーボンマイナス」を2050年よりできるだけ早期に実現します

九電グループが目指す2050年のゴールを明確にしたうえで、バックキャストにより2030年の経営目標（環境目標）を策定しま
した。
　サプライチェーンGHG排出量65％削減（国内事業）は日本政府が示したＧＨＧ排出削減目標46％削減（2013年度比）を大きく
上回る水準です。

　地球環境問題が深刻化する中、九電グループは気候変動への対応を経営の重要課題（マテリアリティ［脱炭素社会の牽引］）と
位置づけ、グループ一体となった取り組みを推進しています。
　2021年4月、九電グループは、「九電グループ カーボンニュートラルビジョン2050」を策定し、2050年カーボンニュートラルへ
の挑戦を宣言しました。また、2021年11月には、「カーボンニュートラル実現に向けたアクションプラン」を策定し、自社サプライ
チェーンにおけるＧＨＧ排出ネットゼロを超えて、社会全体の排出削減に貢献する「カーボンマイナス」を2050年よりできるだけ早
期に実現するというチャレンジングな目標を設定するとともに、2030年の経営目標（環境目標）について、日本政府が示した水準
を大きく上回る水準に上方修正しました。
　九電グループは、責任あるエネルギー事業者として、国のエネルギー政策の基本的視点であるS+３E（「安全性」＋「エネルギー
の安定供給」「経済効率性の向上」「環境への適合」）のもと、カーボンニュートラル実現に向けた取り組みを積極的に進めます。

九電グループは、2050年カーボンニュートラルの実現に挑戦します

2050年カーボンニュートラルの実現に挑戦

～九州から日本の脱炭素をリードする企業グループを目指して～
●九電グループは、地球温暖化への対応を企業成長のチャンスと捉え、低・脱炭素のトップランナーとして、九州か
ら日本の脱炭素をリードする企業グループを目指します。
●エネルギー需給両面の取組みとして2つの柱を設定し、「電源の低・脱炭素化」と「電化の推進」に挑戦し
続けます。
●社長を委員長とする「サステナビリティ推進委員会」を設置し、カーボンニュートラルを含めたESGに関する取組
みを推進します。

電源の低・脱炭素化

サステナビリティ推進委員会の設置

ゼロエミッション電源比率
を更に高めるなど、
CO₂排出「実質ゼロ」の
電気を安定的に供給

電化の推進

最大限の電化に挑戦し、
需要側のCO₂排出削減

に貢献

カーボンニュートラルを含めたESGに関する取り組みを推進

■九電グループカーボンニュートラルビジョン概要

推進体制
　カーボンニュートラルを含めたESGに関する取り組みを推
進するため、2021年7月に社長を委員長とする「サステナビ
リティ推進委員会」を設置しました。
　本委員会では具体的に、ESGに係る、戦略・基本方針の策
定（マテリアリティの特定）、具体的方策の審議、施策実施状況
の進捗管理に加え、気候変動に関する戦略・リスクについて
の審議・監督を行います。年に2回以上開催する本委員会の審
議結果については、取締役会に遅滞なく報告することにしてお
り、取締役会はESGに係る活動全般について監督します。
　また、本委員会の下に、「カーボンニュートラル・環境分科
会」を設置し、カーボンニュートラルを含めた環境問題全般に
ついて、より専門的な見地から審議を行っています。
　気候変動に関するリスク・機会の評価・管理プロセスにつ
いては、今後も継続的な充実・強化を図り、九電グループの
持続的成長や企業価値の向上に繋げてまいります。

■九電グループの環境管理推進体制

方針・計画等の提示、
モニタリング等

部門計画策定、
実施状況報告等

■サステナビリティ推進委員会

■カーボンニュートラル・環境分科会

情報開示

声の反映

サステナビリティ推進委員会
経営会議

各本部、グループ会社

取締役会

カーボンニュートラル・環境分科会

・地球環境、社会、ガバナンスに係る
 戦略・基本方針の策定
・実施状況のモニタリング　など

委 員 長 ： 社長 
副委員長 ： ESG担当役員
委　　員 ： 社外取締役、関係統括本部長 等

[構成] 原則として年2回
のほか、必要に応
じて開催

[開催]

議　　長 ： ESG担当役員 
副 議 長 ： コーポレート戦略部門長、

　地域共生本部長
委　　員 ： 関係本部部長 等

[構成] 原則として年2回
のほか、必要に応
じて開催

[開催]

〔経営計画等〕
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー

付議・報告監督 監督 付議・報告

2013 2030

Ｇ
Ｈ
Ｇ
排
出
量

6,200

2,600 2,200

6,100
（国内）

（万トン）
60％

65％

2013 2030

家庭部門
58％ 60％

70％

業務部門
48％

九
州
の
電
化
率

2050

100％100％

電化の推進

サプライチェーンGHG排出量（＊）を60％削減（2013年度比）
国内事業は65％削減（2013年度比）

九州の電化率向上に貢献（家庭部門：70％・業務部門：60％）

供
給
側

需
要
側

（＊）Scope1+2+3

日本政府のGHG
排出削減目標

＞46％削減

サプライチェーンGHG排出量の削減
（Scope1+2+3）

2013年度

2030年度

2050年度

社会全体のGHG排出削減への貢献
（電化、九州域外での再エネ開発等）

「実質ゼロ」

排出量 ＜ 排出削減貢献量

九州の電化率

家庭
業務

6,200 万トン

60%削減

65%削減

6,100 万トン（国内）

2,600 万トン
▲700万トン

2,200 万トン

58%

70%
60%

100%
100%

48%

カーボンマイナスの実現
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取り組み

●再生可能エネルギーの積極的な開発
　国の「第6次エネルギー基本計画」において、再生可能エネルギーは「S＋３Eを大前提に、２０５０年における主力電源として最
優先の原則の下で最大限の導入に取り組む」とされており、2030年の再生可能エネルギー比率を36～38%とする電源構成
比率が示されています。
　九電グループでもCO₂を排出しない再生可能エネルギーを積極的に開発しており、2030年に再生可能エネルギーの開発
量を500万kWとする目標を掲げています。 
　九電グループの強みである地熱や水力の開発に加え、導入ポテンシャルが大きい洋上風力やバイオマス等について拡大を
図り、再エネの主力電源化を推進していきます。

■再生可能エネルギー開発実績■再エネ開発目標

20３０年2022年2013年

持分出力※1：
250万kW

169万
kW

261万
kW

現状

500万
kW

目標

想定電力量は、
一般家庭
約430万
世帯分に相当
九州の世帯数の

約7割

※2 ： 一般家庭の1カ月あたり
　  使用電力量を250kWhとして試算

※2

発電の種類

太陽光

風　力

水　力

地　熱

バイオマス

合　計

出　力

約9.4万kW

約20.7万kW

約129.5万kW

約55.4万kW

約45.7万kW

約261万kW

［2022年度末。海外含む］

■経営目標と進捗状況

項目 目標(2030年度) 進捗状況（2022年度）

経
営
目
標

サプライチェーンGHG排出量（＊1） 
(国内外：Scope1,2,3)

60％削減 
(2013年度比) 26％削減

サプライチェーンGHG排出量（＊1） 
(国内：Scope1,2,3)

65％削減 
(2013年度比) 28％削減

九州の電化率向上に貢献 家庭部門：70％
業務部門：60％

家庭部門：61％（＊2）

業務部門：48％（＊2）

（2020年度）
（＊1）GHG排出量はいずれもマーケット基準、国内分は国内外分からScope3 Category15を除いた値（算定方法等詳細はP71に記載）
（＊2）資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計（暫定値）」をもとに当社試算

目標

■目標・実績

課題 2023年度目標 2022年度目標 2022年度実績
実績
集計
範囲

再生可能エネルギーの
主力電源化

・新規開発量:13.6万kW
・既決定案件:316万kW

・新規開発量:11.4万kW
・既決定案件:323万kW

・新規開発量:5.8万kW
・既決定案件:302万kW ー

原子力発電の最大限の
活用

・計画外停止:ゼロ
・設備利用率の向上
 ー定期検査期間の短縮等

・計画外停止ゼロ
・設備利用率の向上
 ー定期検査期間の短縮等

計画外停止ゼロ ー

火力発電の低炭素化

・A指標:0.95以上
・B指標:41.44%以上
・石炭単独指標:41.15%以上

・水素・アンモニア混焼技術の
調査・検討

・A指標:0.99以上
・B指標:43.7%以上
・石炭単独指標:42.3%以上

・水素・アンモニア混焼技術の
調査・検討

・A指標:0.98
・B指標:42.83%
・石炭単独指標:41.56%

※2

送配電ネットワークの
高度化

適正電圧維持困難化への対
応及び設備容量の最大限活
用に向けたシステム開発への
対応

経済的出力制御に対応した
再生可能エネルギー出力制
御システムの開発

経済的出力制御システムの
運転開始 ー

家庭・業務
2030年電化率向上の実現に
むけた電化営業活動の着実
な実施

2030年電化率向上の実現に
むけた電化営業活動の着実
な実施

増分電力量
　ー 家庭部門:1.2億kWh
　ー 業務・産業部門:1.1億kWh

ー

運輸
・EV導入台数:200台
・社有車のEV割合:25%
（EV544台/対象台数2,185台）

・EV導入台数:85台
・社有車のEV割合:16%

(EV344台/対象台数2,185台)
EV導入台数:95台 ※1

地域エネルギー 実証候補地点における着実
な検討

・自治 体ヒアリングによる
ニーズ調査実施

・実証候補地点における着実
な検討

実証候補地点における検討・
提案 ー

エネルギー政策への
関与・提言

・必要な供給力に対する具体
策の導入に関する検討

・2050年における電源ポート
フォリオの方向性検討

・必要な供給力に対する具体
策の導入

・2030年代半ばにおける電
源ポートフォリオの方向性策
定

・国への訴求を着実に実施
・2030年需給バランスの算

定・評価
ー

省エネの推進
お客さまニーズに応じた、
CO2削減や省コストに繋がる
省エネ診断の推進

お客さまニーズに応じた、
CO2削減や省コストに繋がる
省エネ診断の推進

省エネ提案件数:109件 ー

実績集計範囲　※1:九州電力及び九州電力送配電　※2:九州電力単体

※1：�九電グループが参画する各プロジェクトの発電設
備出力（開発量）に出資比率をかけたもの
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■再生可能エネルギーによる2022年度のCO₂排出抑制量［計 約195万トン （一般家庭 約50万世帯分）］

※2021年度のCO₂排出係数（調整後）0.382kg-CO₂/kWhを使用

バイオマス発電

約28万トン

風力発電

約5万トン

地熱発電

約46万トン

太陽光発電

約3万トン

水力発電（揚水除く）

約113万トン

大村メガソーラー第１〜4発電所（長崎県）
設備容量：17,480kW（パネル容量20,350kW）
操業開始：2013年3月

八丁原発電所（大分県）
設備容量：110,000kW（55,000×2）
操業開始：1977年6月

下関バイオマス発電所（山口県）
設備容量：74,980kW
操業開始：2022年2月

唐津・鎮西ウィンドファーム（佐賀県）
設備容量：27,200kW
操業開始：2021年11月

上椎葉発電所（宮崎県）
設備容量：93,200kW
操業開始：1955年5月



　九電グループは、長年にわたり地熱発電の開発を行っており、日本最大規模の八丁原発電所をはじめ、全国の地熱発電設備量
の約4割を保有しています。培った技術力を活かして、九州はもとより、国内外において、資源が豊富に存在すると見込まれる地域
を調査し、技術面、経済性、立地環境等を総合的に勘案して、地域との共生を図りながら開発に取り組んでいます。
　現在、以下の地点で地熱開発を進めています。

［九州域内］
・霧島烏帽子岳地域（鹿児島県霧島市）
・山下池南部地域（＊）（大分県由布市、玖珠郡九重町）
・涌蓋山東部地域（大分県玖珠郡九重町）
・南阿蘇地域（熊本県阿蘇郡南阿蘇村）
・泉水山北部地域(大分県玖珠郡九重町)
［九州域外］
･猿倉嶽地域（福島県河沼郡柳津町）
　霧島烏帽子岳地域については、2022年4月より地熱発電
所建設に向けた準備を開始しており、山下池南部及び涌蓋
山東部地域については、調査結果に基づき環境に配慮しな
がら調査井の掘削を行っています。
　また、従来の地熱発電の仕組みでは発電に利用できなかっ
た比較的温度の低い蒸気・熱水を利用して水より沸点の低い
媒体（ペンタン）を加熱・蒸発させ、その蒸気でタービンを回す地熱バイナリー発電についても、八丁原（大分県玖珠郡九重町）・菅
原（大分県玖珠郡九重町）・山川（鹿児島県指宿市）バイナリ―発電所で取り組んでいます。

（＊） 九州林産㈱及び九州高原開発㈱、出光興産㈱と共同

■地熱発電（2023年3月末）	  （kW）
出　力

既　設
（約223,000）

大　岳 　　14,500

八丁原 110,000

山　川 30,000

大　霧 30,000

滝　上 27,500

八丁原バイナリー 2,000

菅原バイナリー（＊1） 5,000

山川バイナリー（＊1） 4,990

（＊1） グループ会社による開発・運用

八丁原発電所 山下池南部地域調査井噴出試験の様子山川バイナリー発電所

※2021年度CO₂排出係数を用いて試算地熱発電による2022年度のCO₂排出抑制量　約46万トン地熱発電

風力発電
　九電グループでは、長期安定的かつ経済的な風力発電が可能な有望地点において、周辺環境との調和も考慮した上で、開発
に取り組んでいます。陸上の風力発電だけでなく、欧州を中心に導入が進んでいる洋上風力発電についても、これまで蓄積した
技術・ノウハウを活かしながら導入拡大に向け積極的に取り組んでいます。
　具体的な計画としては、北九州市響灘地区において、九電みらいエナジー㈱が九電グループ初となる大規模洋上風力発電プ
ロジェクトを進めており、2023年3月に建設工事を開始し、2025年度の営業運転開始を目指しています。発電設備の最大出力
は既設の風力発電設備を大きく上回る220,000kWであり、本プロジェクトの事業化は九電グループが目指す再生可能エネル
ギーの主力電源化に向けて大きな一歩となります。

※2021年度CO₂排出係数を用いて試算風力発電による2022年度のCO₂排出抑制量　約5万トン

■風力発電（2023年3月末）	 （kW）
所在地 出　力

既設
（約207,000）

甑　島 鹿児島県薩摩川内市 250

長　島（＊） 鹿児島県出水郡長島町 50,400

奄美大島（＊） 鹿児島県奄美市 1,990

鷲尾岳（＊） 長崎県佐世保市 12,000

串　間（＊） 宮崎県串間市 64,800

唐津・鎮西（＊） 佐賀県唐津市 27,200

その他（＊） ー 50,000

計　画
（約220,000） 北九州響灘洋上（＊） 福岡県北九州市 220,000

（＊） グループ会社による開発

北九州響灘洋上ウインドファームの事業実施区域
（定格出力9,600kWの風車を25基設置）
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※2021年度CO₂排出係数を用いて試算水力発電による2022年度のCO₂排出抑制量　約113万トン

　技術面、経済性、立地環境等を総合的に勘案し、地域との共
生を図りながら、グループ会社を含めて水力発電の開発に取
り組んでいます。なお、未利用エネルギーを有効活用する新規
開発と、古くなった既存の水力発電所の更新により開発を進め
ています。
　2020年5月には、宮崎県東臼杵郡諸塚村の塚原発電所の 
営業運転を開始しました。
　現在、大分県豊後大野市の軸丸発電所等において、調査や
建設工事を進めています。

■水力発電（2023年3月末）	 （kW）
出　力

既 設（＊1） 145か所 1,295,111

計　画
（約3,200）

軸丸（＊2） +1,100

沈堕（＊2） +1,600

夜明（＊2） ＋500

（＊1） 一般水力（揚水除き。グループ会社による開発分を含む） 
（＊2） 発電設備更新に伴う出力増加分

水力発電

※2021年度CO₂排出係数を用いて試算バイオマス発電による2022年度のCO₂排出抑制量　約28万トン
　未利用の木材等を燃料として発電するバイオマス発電は、燃やしてもCO₂の増減に影響を与えない「カーボンニュートラル」（＊）

であることから、燃料が持続可能な形で生産されたものであることを確認した上で、開発に取り組んでいます。
　九電みらいエナジー㈱等が出資する石狩新港バイオマス発電所が、2023年3月に営業運転を開始しました。

（＊）バイオマス燃料を燃やして出るCO₂は、植物が成長過程において光合成により吸収したものであり、排出と吸収によるCO₂のプラスマイナスはゼロになるため、CO₂
の総量は増えないという炭素循環の考え方

■バイオマス発電（2023年3月末）	 （kW）

主な燃料 出　力

既設
（約457,000）

木質燃料
専焼

七ツ島バイオマスパワー（＊1） パーム椰子殻（PKS）、木質ペレット、未利用材 49,000
豊前ニューエナジー（＊1） パーム椰子殻（PKS）、木質ペレット 74,950

ふくおか木質バイオマス（＊1） 未利用材、製材端材   5,700
ソヤノウッドパワー（＊1） 未利用材、製材端材 14,500

苅田バイオマスエナジー（＊1） 木質ペレット、パーム椰子殻（PKS）、未利用材 74,950
沖縄うるまニューエナジー（＊1） パーム椰子殻（PKS）、木質ペレット 49,000
大分バイオマスエナジー（＊1） パーム椰子殻（PKS）、未利用材 22,000
下関バイオマスエナジー（＊1） 木質ペレット 74,980

石狩バイオエナジー（＊1） 木質ペレット、パーム椰子殻(PKS) 51,500

その他
（混焼含む）

みやざきバイオマスリサイクル（＊1） 鶏糞 11,350
福岡クリーンエナジー（＊1） 一般廃棄物 29,200

苓北（＊2） 木質チップ （重量比で最大1%混焼）
松浦（＊2） 下水汚泥 （800t/年程度）

計画
（約136,000）

木質燃料
専焼

広畑バイオマス発電（＊1） 木質チップ、未利用材、パーム椰子殻（PKS） 74,900
田原グリーンバイオマス（＊1） 木質ペレット等 50,000

その他 みやざきバイオマスリサイクル（＊1）（＊3） 鶏糞 11,350
（＊1） グループ会社・グループ会社の出資会社による開発 
（＊2） 既設石炭火力発電所における混焼
（＊3） 安定的な事業継続を目的に、既設設備の経年などを踏まえ第２発電所を開発

バイオマス発電



潮流発電機（イメージ）

潮流発電
　九電みらいエナジー㈱が提案する、長崎県五島市沖での国内初の1,000kW
級潮流発電の実証事業が、2022年3月、環境省の「令和4年度潮流発電による地
域の脱炭素化モデル構築事業」に採択されました。
　本事業は、2021年度まで同社が同地点で実施していた500kW級潮流発電実
証事業の成果を活用し、潮流発電機の高効率化による技術面の実用化や商用化
に向けてのビジネスモデル構築を目指すもので、実施期間は2022年度～2025
年度を予定しています。
　本事業では、英国で潮流発電事業を実施するProteus Marine Renewables
社（英国）製の500kW潮流発電機を1,000kW級に改造し、実際の電力系統に
連系して実証運転を行います。この実証を通じて、国内の環境や技術基準等に適
合した技術の確立を図り、日本における潮流発電の早期実用化を目指します。

大村メガソーラー発電所

太陽光発電
　九州電力㈱の発電所跡地等を活用したメガソーラー発電事業や、FIT制度による買取期間が終了した卒FIT電源の電力購入に
取り組んでいます。
　また、PPAモデル（＊）での太陽光発電設備の導入にも取り組んでいます。

（＊）PPAモデルとは、太陽光発電設備を所有・管理する事業者が企業等のお客さまの敷地内外に発電設備を設置し、お客さまに電気を供給する仕組み

※2021年度CO₂排出係数を用いて試算太陽光発電による2022年度のCO₂排出抑制量　約3万トン

■太陽光発電（2023年3月末）	 （kW）

出　力

既　設
(約94,000)

大牟田メガソーラー（＊） 1,990

大村メガソーラー（＊） 17,480

佐世保メガソーラー（＊） 10,000

事業所等への設置 約2,200

その他メガソーラー（＊） 約62,700

計画 約60,000
（＊）�グループ会社による開発

■九州エリアの太陽光・風力発電の接続量（2022年12月末） ■太陽光・風力導入量の全国に占める割合（＊）

※FIT対象外の設備は含まない
（＊）資源エネルギー庁
「固定価格買取制度 情報公表用ウェブサイト」のデータをもとに作成（2022年
12月末時点）四捨五入により合計が合わない場合がある

火力発電所の出力制御等の実施
　春・秋等の電力需要が比較的少ない時期には、太陽光発
電の出力が大きい昼間に、供給力が電力需要を上回る状況
が発生することがあります。
　そのような場合、九州電力送配電㈱では、太陽光発電等
を最大限活用するために、優先給電ルール（＊）に基づき火
力発電所の出力を下げる等の対応を実施します。それでも
なお、供給力が電力需要を上回る場合、やむを得ず、太陽
光発電等の出力制御を実施することがあります。
　当ルールが、発電量が大きく変動する太陽光発電等に対
する安全弁として機能することで、電力系統への接続量の
増加に寄与しています。

（＊）電力需要と供給のバランスを一致させるための対応策に関する条件や順番を定めたもの。
国の認可法人「電力広域的運営推進機関」にて整備

●再生可能エネルギーの受け入れ

太陽光出力
揚水発電

火力等

水力、原子力、地熱

④
①
②

①
③
⑤

①揚水運転による再生可能エネルギーの
　余剰電力の吸収、火力発電等の出力制御
②関門連系線を活用した九州外地域への送電
③バイオマスの出力制御
④太陽光・風力の出力制御
⑤水力、原子力、地熱の出力制御

〈優先給電ルール〉

出
力
の
制
御
等

　
　を
行
う
順
番

　九州本土では、太陽光発電を中心とした再生可能エネルギー発電設備の導入が急速に進んでいます。
　このような中、九電グループは

・火力発電の柔軟な運用（出力制御等の実施（＊））
・揚水発電所や大容量蓄電池（＊）の活用
・系統の空き容量の活用（日本版コネクト＆マネージの導入）（＊）

等を通じ、安定供給の維持と再生可能エネルギーの最大限の受け入れに取り組んでいます。
（＊）九州電力送配電の取り組み

九州
16％

関東
30％

東北
13％

中部
12％

近畿
10％

中国
9％

四国
5％

北海道
4％

沖縄
1％

約2割

1,208万kW

固定価格買取制度の導入
2012.7

2010 2011 2012 2013 2019 2020 2021 （年度）2022

1,008万
1,094万kW

97 116
155

316

1,160万kW

12年前の
約12倍

揚水発電の活用
　九州電力㈱では、揚水発電
は需要ピーク時の供給電源と
して活用するとともに、近年
では太陽光発電の電力を用
いて昼間帯に揚水し、朝夕の
点灯帯に発電する等、再エネ
の導入拡大に最大限取り組
んでいます。

■昼間･夜間帯の揚水回数の推移
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昼間・夜間帯の揚水回数の推移

昼間帯揚水(回) 夜間帯揚水(回) 太陽光連系量(万kW)

※１ 昼間揚水：2017年度までは8:00～17:00の起動停止回数を計上。
ただし、2018年度からは、日照時間に合わせカウント時間を7:00～17:00に見直し。

※１
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※１ 昼間揚水：2017年度までは8:00～17:00の起動停止回数を計上。
ただし、2018年度からは、日照時間に合わせカウント時間を7:00～17:00に見直し。

※１
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■豊前蓄電池変電所　全景

大容量蓄電システムの活用
　九州電力送配電㈱では、国の「大容量蓄電システム需給バランス改善実証事業」を受託し、大容量蓄電システムを備えた豊前
蓄電池変電所を設置しました。
　本実証事業で得られた知見・技術を活用し、太陽光や風力発電の発電量の変動に応じて、この大容量蓄電システムを効率的に
運用することで、需給バランスの改善に努め、再生可能エネルギーを最大限受け入れるよう取り組んでいます。

■設備概要
設備名称 機能・仕様

NAS電池（＊） 出力：5万kW（容量：30万kWh）

パワーコンディショナー（PCS） 交直変換装置

連系用変圧器 6kVから66kVに昇圧（容量3万kVA×2台）

（＊）ナトリウム・硫黄電池

PCS収納パッケージ
ＮＡＳ電池コンテナ
全252台
出力200kW/台
合計50,400kW

6kV受電設備収納パッケージ

66/6kV連系用変圧器
（30MVA×2台）

　九州電力送配電㈱では、再生可能エネル
ギーを最大限接続できるよう、コネクト&マ
ネージの導入に取り組んでいます。
　送変電設備の空きがある時間帯に発電し、
空きが十分でない時間帯には発電を抑制する

「ノンファーム型接続」の受付を2021年1月
から基幹系統で開始し、2023年4月からは
ローカル系統に拡大しました。
　今後ともコネクト&マネージにより、電力ネッ
トワークの最大限の活用に取り組んでまいり
ます。

日本版コネクト&マネージの導入

ノンファーム型接続による送電線利用イメージ

ノンファーム型接続をした電源は、
送電線の容量が空いている斜線部分を活用可能に。

ファーム型接続の
電源が利用している
送電線の容量

送電可能容量

（ＭＷ）

出典：資源エネルギー庁　再生可能エネルギー大量導入･次世代電力ネットワーク小委員会（第20回） 
　　  資料2より抜粋（一部修正）

　九州電力送配電㈱では、国の「再生可能エネルギー出力制御量低
減のための技術開発事業」を受託し、関門連系線で事故が発生した
際に、瞬時に複数の発電所を停止させ、九州エリアの需給バランス
を維持する転送遮断システムを構築しています。
　この転送遮断システムによって、関門連系線の九州エリアから他エ
リアへの再生可能エネルギーの送電可能量を最大で30万kW程度
拡大することが可能となり、再生可能エネルギーの出力制御量の低
減に効果的であることを確認しました。
　本実証事業で得られた知見・技術を活用し、今後も再生可能エネルギーの最大限の受け入れに向けて取り組んでまいります。

再生可能エネルギー出力制御量低減のための技術開発事業

VPPの実用化に向けた取り組み
　九州電力㈱では、2018年度から国の支援（＊1）のもと、電力需要と供給のバランスを電気自動車（EV）により調整する実証試験
を実施しました。
　実証試験では、多様なエネルギーリソースについてアグリゲーター（＊2）の指令に基づき制御が可能であることや、太陽光発電
出力制御量の低減等への活用可能性について検証を行いました。
　今後は、これまでの実証試験で得られた知見をもとに、事業化の可能性等について検討していきます。

（＊1）経済産業省「需要家側エネルギーリソースを活用したバーチャルパワープラント構築実証事業」

EV充放電器

VPP（バーチャルパワープラント）とは？
　電力系統に直接接続されている分散型エネルギー
リソース等をまとめて遠隔・統合制御し、あたかも1つ
の発電所のような機能を提供する仕組み

（＊2）アグリゲーター：電力の需要と供給のバランスを保つにあたり、電力会社と需要者
との間に入って、需要者の需要量をうまく調整をする（制御する）事業者等

■実証設備

オンライン代理制御（経済的出力制御）の導入
　九州電力送配電㈱では、2022年12月に九州本土における太陽光発電所の出力制御方法をオンライン代理制御に見直しま
した。この方法では、きめ細やかに出力調整ができるオンライン発電所で実際の出力制御を行うため、制御量をより少なくするこ
とが可能となりました。
　今後もこの運用を的確に
行い、出力制御量全体の低
減に取り組むとともに、再生
可能エネルギーの更なる受
け入れに取組んでいきます。

オンライン代理制御（経済的出力制御）の導入

九州電力送配電㈱では、2022年 12月に九州本土における太陽光発電所の出力制御方法をオ

ンライン代理制御に見直しました。この方法では、きめ細やかに出力調整ができるオンライン

発電所で実際の出力制御を行うため、制御量をより少なくすることが可能となりました。

今後もこの運用を的確に行い、出力制御量全体の低減に取り組むとともに、再生可能エネル

ギーの更なる受け入れに取組んでいきます。

オンライン発電所 オフライン発電所

電力 電力

代理で制御 買取先
（小売会社）

（送配会社）

通常通り発電

代理分を

補填
代理分を

控除

発電料金 発電料金

P13

再生可能エネルギーアグリゲーション実証事業
　九州電力㈱では、2021年度から国の支援（＊）のもと、
再生可能エネルギーアグリゲーション実証事業にアグリ
ゲーターとして参画しました。実証事業では、2022年度
から開始のFIP制度を踏まえて、変動性の高い太陽光発
電設備と蓄電池を組み合わせ、需給バランス確保のため
の発電量予測や、リソース制御に必要となる技術等の実
証を行っています。

（＊） 経済産業省「蓄電池等の分散型エネルギーリソースを活用した次世代技
術構築実証事業」

■実証事業の概要
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